
預託法等の改正及び執行の強化等を求める意見書 

あ近年、デジタル化の進展などによるデジタルプラットフォームを活用した新たな消費者

取引に係るサービス等が普及する一方、契約内容等を十分に理解していない消費者のぜい

弱性につけ込む悪質な手口による被害の相談件数が増加している。 

あこうした状況を踏まえ、消費者庁が設置した特定商取引法及び預託法の制度の在り方に

関する検討委員会が取りまとめた報告書においては、特定の商品や施設利用権を一定期間

預かり、利子などの財産上の利益を供与する預託等取引契約は、販売を伴う場合、消費者

に甚大な財産被害を与えるおそれがあるため、特定商品等の預託等取引契約に関する法律

（預託法）により原則禁止とすべきであると明記された。 

あまた、同報告書においては、商品販売に際し、定期購入であることを容易に認識できな

いように表示することや、契約の解約や解除を不当に妨害する詐欺的な定期購入商法につ

いて、特定商取引に関する法律（特定商取引法）による執行を強化するとともに、新型コ

ロナウイルス感染症拡大に不安を感じ、在宅時間が長くなった者に対し一方的に商品を送

り付けた上で代金を請求する送り付け商法については、同法による規制の内容を周知する

ことなどが必要であるとされた。 

あ本市においても、消費者行政センターへの被害の相談件数は増加傾向にあることから、

報告書の内容を踏まえた、早急な対応が必要である。 

あよって、国におかれては、悪質な商取引を未然に防ぎ、消費者の利益を保護するため、

次の事項について特段の措置を講ぜられるよう強く要望するものである。 

１ 預託法及び特定商取引法の改正に向けた検討を早急に行うこと。 

あ２ 詐欺的な定期購入商法については、特定商取引法による執行を強化するなど適切な

対処を図ること。 

あ３ 送り付け商法については、特定商取引法による規制内容の周知を図るとともに、報

告書の内容を踏まえ、更なる制度的措置の検討を行うこと。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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